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1,562,192,785 721,629,603

730,216,871 216,736,422

45,347,443 111,577,574

1,763,301 87,559,539

570,103,995 3,000,000

41,367,157 36,250,828

109,931,491 104,004,561

2,620,817 101,207,000

60,830,000 2,829,879

11,710 47,215,100

460,823,358 11,248,700

338,695,136

72,702,215 149,453,871

28,472,404 149,453,871

178,080,499

5,056,172 871,083,474

14,655,333

39,728,513 1,145,030,570

4,657,080 70,000,000

505,780 1,075,030,570

4,151,300 17,500,000

117,471,142 1,057,530,570

31,217,382 107,823,000

5,130,000 949,707,570

31,570,400 ( 133,538,037 )

420,000

194,400 6,902,099

84,960 6,902,099

48,854,000 1,151,932,669

2,023,016,143 2,023,016,143

賞 与 引 当 金

構 築 物

未 払 消 費 税

未 収 入 金

短 期 借 入 金

固 定 負 債

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産

利 益 剰 余 金

機 械 及 び 装 置

評 価 ・ 換 算差 額等

そ の 他 利 益 剰 余 金

未 払 法 人 税 等

利 益 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計資 産 合 計

( う ち 当 期 純 利 益 )

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

未 払 金

未 払 費 用

純 資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

負 債 合 計

純 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

出 資 金

預 託 金 その他有価証券評価差額金

資 本 金

長 期 前 払 費 用

長 期 繰 延 税 金 資 産

投 資 有 価 証 券

(平成28年3月31日現在)

(単位：円)

資 産 の 部

金 額

負 債 の 部

支 払 手 形現 金 及 び 預 金

金 額

流 動 資 産 流 動 負 債

受 取 手 形

売 掛 金

科 目科 目

買 掛 金

設 備 支 払 手 形

電 子 記 録 債 権

車 輌 運 搬 具

建 物

預 り 金

貯 蔵 材 料

仕 掛 品

保 険 積 立 金

工 具 器 具 備 品

土 地 株 主 資 本

関 係 会 社 株 式
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個別注記表

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１） 有価証券の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・　時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

　 直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・　時価のないもの 移動平均法による原価法

２） たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　製品・仕掛品 売価還元法による原価法

②　原材料・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

３） 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建 物 ： 7年～34年
機 械 装 置 ： 7年～12年

②　無形固定資産 定額法

４） 引当金の計上基準

①　賞与引当金 従業員に対して支給する費用の支出に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。

５） リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

なお、重要性が乏しい所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

６） 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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